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１ 市町村の消防の広域化の必要性

 人口減少社会の到来

消防本部の管轄人口も減少し、生産年齢人口の減少を通じた財政面の制約により、消防力
の維持・確保に困難が伴う可能性

 消防を取り巻く環境の変化

東日本大震災等での教訓や自然災害の多発、また、今後の災害リスクの高まりも指摘される
状況も踏まえ、大規模な災害時にも機能する消防体制の整備・強化を図ることが必要

 消防力の維持・確保の方策

将来にわたって県民の安全・安心を守っていくための消防力を維持・確保していくためには、
消防の広域化により行財政上の様々なスケールメリットを実現することが有効

【期待される効果等】
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第１ 自主的な市町村の消防の広域化の推進に関する基本的
な事項（１）

住民サービスの向上

人員配置の効率化と充実

消防体制の基盤の強化

持続可能な消防体制
をめざす



２ 市町村の消防の広域化及び連携・協力の推進に向けた基本的な考え方

 消防組織法

市町村の消防の広域化は、消防体制の整備及び確立を図ることを旨として行われなければ
ならないと規定

 国の基本方針

消防のあるべき姿を議論し、概ね１０年後までに広域化すべき組合せを定めた上で、推進
期限までに広域化すべき組合せを定めることを助言

 県の基本的な考え方

 市町村の消防の広域化は、関係市町村・消防本部の共通認識の下、調整が必要な課題を

解決しながら取組を進める必要があり、短期間でなし得るものではない

 このため、本計画においては、本県の「将来の消防のあるべき姿」を展望した上で、
概ね１０年後までの消防の広域化を目標に、現実的な対応として、消防の広域化の実現に
向けた道筋を示す

 また、具体的な消防の連携・協力の方策を定める

３ 自主的な市町村の消防の広域化及び連携・協力を推進する期間

 計画期間を平成３６年４月１日までとし、消防の広域化及び連携・協力を推進
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第１ 自主的な市町村の消防の広域化の推進に関する基本的
な事項（２）



第２ 市町村の消防の現況及び将来の見通し（１）

１ 県内の消防の広域化の変遷

 従前の｢青森県消防広域化推進計画｣に定めた広域化対象市町村の組合せである４圏域に
ついては、計画期間内に２圏域で広域化を達成

 このほか１圏域では通信指令業務の共同運用を開始

２ 市町村の消防の現況

 本県の消防体制

１１消防本部、３８消防署、５１消防分署（平成２９年４月１日現在）

 管轄人口規模別

３０万人以上が２消防本部、２０万人以上３０万人未満が１消防本部、残る８消防本部は
１０万人未満

 消防吏員

 消防吏員数は２，６６２人、平均年齢は３８．５歳

 消防吏員５００人以上が１消防本部、４００人以上５００人未満が２消防本部、２００人以上
３００人未満が２消防本部、１００人以上２００人未満が５消防本部、１００人未満が１消防本部

 消防力の現状

 消防車両の充足率は、消防ポンプ自動車が９８．３％、はしご自動車が７５％、化学消防車
が９５．２％、救急自動車が１００％、救助工作車が６５．４％

 職員の充足率は、消防職員が７８．９％、予防要員が５３．４％ 4



３ 消防需要の動向

 火災発生件数は減少しているものの、火災による死者数は年間３０人以上

 出火率や火災による死者発生率は全国平均より高い状況で推移

 防火対象物は増加傾向

 危険物規制対象施設数は減少しているものの、年間十数件程度の事故発生

 救急出場件数及び救急搬送人員は、人口が減少する中、高止まり

 救助出場件数は増加傾向

４ 消防を取り巻く環境の変化と将来の見通し

 災害や事故の多様化及び大規模化

 大規模地震が各地で発生し、今後の巨大地震の発生も懸念

 本県においても、地震・津波災害や洪水、土砂災害、火山の噴火、石油コンビナート災害等
が想定される

 地域特性を踏まえ、広範囲かつ大規模な災害にも的確に対応する必要あり

 人口減少等による影響

人口減少や高齢化の進展に伴い、災害時要配慮者の増加により、消防防災活動における
対応力の強化が求められることになるほか、救急需要の増加も見込まれる
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第２ 市町村の消防の現況及び将来の見通し（２）



１ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せに関する考え方

 国の広域化基本指針における基準（規模）

 全県一区での広域化は理想的な消防本部のあり方の一つ

 管轄人口の観点から言えば概ね３０万人以上の規模を目標とすることが適当

 地理的条件、日常生活圏など、地域の事情を十分に考慮

 本県の広域化の検討に係る留意事項

 人口減少・超高齢化社会に対応した消防力（住民に対する消防サービスの水準）の維持・
充実・強化をめざす

 市町村の意向や住民の意見等を考慮の上、県全体としてバランスが取れ、合意が得やすい

枠組み

 既存の枠組みを考慮しつつ、行財政上のスケールメリットを実現することにより持続可能な

消防体制を構築

 消防本部を最小の単位として広域化

 単独消防を解消
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第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の
組合せ（１）



１ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せに関する考え方

 市町村の消防の広域化に向けた道筋

「広域化対象市町村の組合せ」については、計画策定過程において様々な立場から意見が
あり、さらなる検討・比較が必要
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第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の
組合せ（２）

将来の消防のあるべき姿を展望
実現可能性のある複数の「広域化対象市町村の組合せ」を示す

概ね１０年後までの広域化の取組

 推進期限内に絞り込む「広域化対象市町村の組合せ」による消防の広域化の
実現に向けて具体的な取組を進める

推進期限（３６年４月）までの広域化の取組
 市町村・消防本部と県が連携して、各種分析・比較及び課題の整理等を行う
 その上で、「広域化対象市町村の組合せ」の絞り込みを行う

広
域
化
対
象
市
町
村

全
市
町
村



２ 消防の広域化の対象となる市町村の組合せ

 県内の消防のあるべき姿の展望・広域化対象市町村の組合せ

「県内３圏域」二つと「全県一区」の複数の組合せ

 推進期間内の消防の広域化の取組

市町村・消防本部と県が連携し、具体的な条件設定の下に各種分析・比較を行うとともに、
調整が必要な課題を整理の上、「広域化対象市町村の組合せ」を絞り込み

 概ね１０年後までの消防の広域化の取組

推進期間内に絞り込むこととしている「広域化対象市町村の組合せ」の実現に向けて、
市町村・消防本部において具体的に取組を実施 8

第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の
組合せ（３）

県内３圏域 全県一区



３ 消防の連携・協力の対象となる市町村の組合せ

 高機能消防指令センターの共同運用の概ね１０年後の実現に向け、連携・協力対象市町村
を全市町村として、推進期間中において県と市町村・消防本部が緊密に連携して調査・検討
を実施

 関係市町村・消防本部の協議により、次のような自主的かつ多様な消防の連携・協力の実施
を検討

 消防本部間の人事交流・派遣研修の実施

 高度・専門的な違反処理や特殊な火災原因調査等の予防業務における消防の連携・協力

 １１９番多言語対応等の共同導入 など

４ 推進計画の変更

 次の場合などは、関係市町村の意見を聴きながら本計画に定める組合せを変更するなど、
情勢の変化に柔軟に対応し、消防の広域化を推進

 「広域化対象市町村の組合せ」について、「県内３圏域」又は「全県一区」のいずれか一つ
の組合せで合意形成が図られた場合

 関係市町村間の協議の進展等により本計画に定める組合せ以外の組合せによる消防の

広域化が見込まれる場合
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第３ 自主的な市町村の消防の広域化の対象となる市町村の
組合せ（４）



１ 自主的な市町村の消防の広域化を推進するために必要な措置

 県は、消防の広域化の実現に向けた地域の取組を積極的に支援

 「広域化対象市町村の組合せ」の絞り込みに向け、市町村・消防本部と県の連携による
検討・協議の機会を設定

 県民等への情報提供、普及啓発活動を実施

 広域化対象市町村による協議等への職員の派遣や市町村からの相談への対応等、必要な
支援を実施

 広域化対象市町村から求めがあったときは、幅広く仲介、連絡調整を行い、関係市町村の
合意形成に向け積極的に調整

 消防の広域化及び連携・協力に関し、必要に応じて、先進事例の効果の検証や国の事業を
活用した調査研究を実施

２ 広域化後の消防の円滑な運営の確保

 広域化対象市町村は、協議により消防の円滑な運営を確保するための広域消防運営計画を
作成

 構成市町村等の協議により、一部事務組合又は事務委託等の方式を決定

 広域化後の消防の円滑な運営の確保のため、広域化後の消防体制を適切に整備

３ 市町村の防災に係る関係機関相互間の連携の確保

 広域化後の消防本部と消防団との緊密な連携を確保

 広域化後の消防本部と構成市町村等の防災・国民保護担当部局との緊密な連携の確保 10

第４ 自主的な市町村の消防の広域化を推進するための方策


